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概　要

ICT 利用で世界的にオープン化が進む高等教育
─先進的な eラーニングとオープンエデュケーショナルリソース─

　情報通信技術（ICT）の進歩は、従来の高等教育から空間的・時間的な制約を開放し、
新たな高等教育を実現するための基盤を提供している。ICT を利用した教育として、古
くからラジオ・テレビを利用した遠隔教育が行われてきた。インターネットの普及によ
り e ラーニングと遠隔教育との境界がなくなり、近年、これらは融合してきている。さ
らに、講義ノートや講義映像などをインターネット上で公開するオープンコースウェア
や、オープンな e ラーニングコンテンツ・オンライン実験室も登場し、高等教育におけ
るオープン化が進展している。
　米国における ICT を利用した新たな高等教育の事例を見ると、ICT 活用による規模を
拡大しても教育リソースがそれほど増加しないスケーラブルな教育基盤が実現しつつあ
る。先進的なeラーニングは、知識習得型教育において学習効果を向上させるだけでなく、
教育における費用対効果の改善をもたらす。また、オープンコースウェアに代表される
オープンエデュケーショナルリソースは、高等教育の機会均等を世界的に拡大するとい
う点で社会教育上の貢献も大きい。オープンエデュケーショナルリソースは、学位や単
位の認定を基礎とする従来の高等教育の一部を代替していく可能性もある。これらは、
今後の高等教育システムを考える上で重要な変化である。
　高等教育と ICT をめぐる議論は、日本においては教育工学など専門家内で議論される
傾向がある。しかし、こうした技術変化が、高等教育機関に大きな変化をもたらす可能
性を有することから、問題意識として広く共有する必要がある。
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ICTを利用した高等教育の変遷
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1   はじめに

科学技術動向研究

ICT 利用で世界的にオープン化が進む高等教育
─先進的な eラーニングとオープンエデュケーショナルリソース─

 古川　貴雄 白川　展之 
 推進分野ユニット	 総括ユニット 

　グローバル化・高齢化の進む社
会の変化と急速な技術の進歩によ
り、高等教育を取り巻く環境も大
きく変化している。特に、情報通
信技術（ICT）の進歩は、従来の高
等教育から空間的・時間的な制約
を開放し、新たな高等教育を実現
するための基盤を提供している。
　図表 1 に示すように、英国のオー
プン・ユニバーシティや日本の放
送大学に代表される遠隔教育では、

古くからラジオ・テレビを利用し
て、主に社会人を対象とした生涯
教育の機会を提供してきた。近年
は、低価格な PC の普及により e
ラーニング利用が拡大する環境が
整っている。さらに、インターネッ
トを利用したコンテンツ配信や双
方向通信の利用により、遠隔教育
と e ラーニングとの区別がなくな
り、これらは融合してきている。
今後は、講義ノートや講義映像な

どを公開するオープンコースウェ
アなどの教育のオープン化の動き
が、遠隔教育や e ラーニングのみ
ならず、既存の高等教育における
枠組みを変化させていく可能性が
高い。
　ここでは、まず、米国を中心に
ICT を利用した新たな高等教育の
事例を紹介し、世界的な波及効果
の大きい高等教育のオープン化に
ついて述べる。

図表 1　 ICTを利用した高等教育の変遷
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2   米国の高等教育における ICT 利用の効果

2─1
費用面の評価 

　米国では、高等教育における学
習効果の改善と費用削減を目的と
した NPO として National Center for 
Academic Transformation（NCAT）1）

が 1999 年 4 月に設立された。これ
までにNGOのPew Charitable Trusts
と米国教育省の支援を受け、ICT
を利用した新たな教育コースを導
入し、その効果を評価するプロジェ
ク ト を 行 っ て い る。 図 表 2 に、
NCAT により示された ICT を利用
した新たな教育コースおける費用
削減効果を示す 2）。アリゾナ州立
大学の化学コースの場合には、学
生 1 名当たりの費用が 439USD か
ら 351USD に 下 が り、 全 受 講 生
4,640 名では合計 408,320USD の費

用削減効果があった。バージニア
工科大学の数学コースの場合には、
学生 1 名当たりの費用を 91USD か
ら 21USD まで下げ、77% の費用
削減が可能となった。テネシー大
学のスペイン語コースでも、学生
1 名当たりの費用を 109USD から
28USD に削減できた。このように、
費用削減効果が顕著なコースは、
数学・化学・語学・作文など達成
度が明確な基礎的な学習内容の場
合である。
　利用される共有設備など費用の
算出・配賦方法についてはまだ検
討の余地が残るものの、高等教育
コースの一部を費用対効果の観点
で客観的に検証し、そのうえさら
に ICT の利用を推進しようとして
いる点は意義深い。以下では、こ
れらの事例を紹介する。

2-1-1　 ティーチングアシスタ
ントを活用する eラー
ニング拠点

　バージニア工科大学では、数学
の e ラーニングのために 537 台の
端末を設置した学習センター Math 
Emporium を開設した 3）。講義期
間中であれば、学生はこの学習セ
ンターを終日利用でき、個人のス
ケジュールに合わせて自主的に学
習を進めることができる。さらに、
教授・講師・ティーチングアシス
タントから個人的な指導を受ける
機会が週に 80 時間設けられてい
る。平日であればティーチングア
シタントは深夜まで勤務している
ため、教授・講師のオフィスアワー
以外の時間でも、学生は学習に関
する相談ができる。この効果とし
て、4 点満点の成績評価の平均値
が 2.39 から 2.42 に上昇し、単位を
取得した学生の比率も 80.50% から

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 2　ICT利用を中心にした新たなコースによる費用削減効果の例
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87.25% に上昇した。
　学生 1 名当たりの費用も、e ラー
ニングによる自主学習やティーチ
ングアシスタントの補助によって
下がっている。これは、従来の数
学コースよりも多くの学生が受講
できるようにすることで授業料収
入を拡大し、さらに、教授や講師
と比較して人件費が安いティーチ
ングアシスタントを積極的に活用
することで人件費を削減できたこ
とによる。
　数学における e ラーニング拠点
の設置は、アイダホ大学の Polya
数学センター、アラバマ大学の数
学テクノロジー学習センターでも
行われている。いずれの大学でも、
e ラーニングの導入により、従来
と同等以上の学習効果が得られ、
単位を取得できない学生の比率も
低減されている。

2-1-2　 eラーニングによる 
自主学習支援の例

　テネシー大学・ポートランド州
立大学の初等スペイン語コース、
ペンシルバニア州立大学・イリノ
イ大学アーバナシャンペーン校の
統計学コースでは、e ラーニング
教材による自主学習を導入してい
る。e ラーニングを用いて実施し
たテストの結果など各学生の学習
記録が、学習ポートフォリオとし
て教員にフィードバックされる。
教員は学生の理解度を知り、それ
に合わせて講義を進めることがで
きる。その結果、従来よりも講義
の進度を向上させるという効果も
得られた。また、従来は、講義中
に説明していた内容の一部を e
ラーニングで代替している。この
ような自主学習の支援により、講
義回数を削減できた。結果として、
教員当たりの受講者数を増やし、
学生 1 名当たりの費用が削減され
ている。

2-1-3　 オンライン遠隔講義の
導入の例

　オンライン講義の導入は、教室
不足など高等教育に関する物理的
な制約の軽減に寄与する。フロリ
ダ湾岸大学の美術コースでは、イ
ンターネット電話・会議システム
を利用して、教室を使用しないオ
ンライン遠隔講義を行っている。
教室を確保する費用など施設関連
の経費が節減され、結果として学
生 1 名当たりにかかる費用を下げ
ることができる。
　日本国内では、オーストラリア
のボンド大学と株式会社ビジネス
ブレークスルーが連携して提供し
ている MBA プログラムでオンラ
イン遠隔講義が活用されている 4）。
このように、長期間留学すること
なく海外の高等教育が提供するプ
ログラムを受講することも可能に
なっている。また、語学教育事業
を行う株式会社レアジョブは、無
料のインターネット電話サービス
を利用し、フィリピンに在住する
フィリピン大学の学生や卒業生が
講師となる英会話教育サービスを
提供している 5）。このような国境
を越えるオンライン遠隔教育は、
開発途上国の高度人材を活用した
雇用を創出する新たなビジネスに
もつながっている。

2─2
ICT を利用した学習管理

システムによる効率化

　教職員と学生による情報共有・
配布物・提出物の集中管理や学習
進捗管理・成績評価を行うための
システムは、学習管理システム

（Learning Management System：
LMS）、または、コース管理システ
ム（Course Management System：

CMS）と呼ばれている。一般的な e
ラーニング機能のうち、電子化さ
れた教材なども学習管理システム
の一部に含まれる。こうした学習
管理システムを導入することによ
り、少人数の教職員でも多くの学
生に対して教育を効果的に提供す
ることが可能になる。
　学習管理システムとしては、商
用システムの Blackboard6）、オー
プンソースのシステム Moodle7）, 
Sakai8）な ど が 知 ら れ て い る。
Moodle の場合、登録されている利
用者数が増え続け、2010 年末には
全世界で 100 万人以上が Moodle
を利用している（図表 3）。
　図表 4 に、学習管理システム
Sakai のスクリーンショットと提供
されている機能をまとめた。ここ
では、コラボレーションツール・
ティーチング / ラーニングツール・
ポートフォリオツールが提供され
ている。コラボレーションツール
は、教員・学生間で情報を共有し、
参加者間でコミュニケーションを
図るための機能を提供している。
最新版の Sakai は、クラウド型ア
プリケーションの Google Docs・
Gmail、ソーシャルネットワークの
facebook との連携機能も含んでい
る。ティーチング/ラーニングツー
ルではシラバスや課題・テストが
提供される。ポートフォリオツー
ルは、学生からの提出物に対する
フィードバックや、学習の進捗を
管理する機能を提供している。
　さらに、学習管理システムを中核
にして、スマートフォンなどの携帯
端末を活用するモバイルラーニング

（m ラーニング）も試みられている。
　様々な学習管理システムが開発
されているため、システム間の互
換性についても検討されている。
例えば、米国の Advanced Distrib-
uted Learning Initiative 注 1）によっ
て SCORM という規格が標準化さ

注1：�米国国防総省の長官官房 人事・即応担当次官（the Under Secretary of Defense for Personnel and Readiness：
OUSD P&R）所管のイニシアティブで、クリントン政権下の 1998年に開始された 10）。
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れている 9）。また、ISO/IEC JTC 
1/SC 3611）では、学習管理システム
に関連する技術の標準化について
議論している。

2─3
高等教育向けの管理システム

　Kuali 財団では、学習管理だけで
なく大学で行われる経営管理や研
究管理の機能も含めた包括的な管
理システムを開発し、オープンソー
スとして公開している 12）。2005 年
から開発されている Kuali の経営管

理モジュールは、南カリフォルニア
大学、コーネル大学、インディアナ
大学、コロラド州立大学に導入さ
れた実績がある。コロラド州立大
学の場合には、5 ～ 700 万 USD と
見積もられた市販の経営管理シス
テム導入費用が、Kuali の経営管理
モジュールを採用することで 200 万
USD に抑制されたとしている 12）。

2─4
クラウド型

教育アプリケーション

　グーグル社では、教育機関向け
に電子メール・グループカレン
ダーや Google Docs を含むクラウ
ド 型 ア プ リ ケ ー シ ョ ン で あ る
Google Apps for Education を 無 償
で提供している 13）。電子メールシ
ステムを Gmail に変更しても、こ
れまで利用していたメールアドレ
スを継続的に利用でき、移行も容
易である。このようなクラウド型

参考文献8）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 4　オープンソースの学習管理システム Sakai の例
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出典：参考文献7）

図表 3　オープンソースのMoodle における登録利用者数の推移
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3   世界的に影響の大きいオープンエデュケーショナルリソース

　オープンコースウェアに代表さ
れる教育コンテンツ、オープンソー
スとして開発されている学習管理
ツールなど教育ツール、これらに
関連する知的財産は、オープンエ
デュケーショナルリソース（Open 
Educational Resources：OER）と呼
ばれている。以下では、世界的な
影響が特に大きいと考えられる
オープンエデュケーショナルリ
ソースの事例について紹介する。

3─1
オープンコースウェアの例

　オープンコースウェア（Open 
CourseWare：OCW）とは、「大学
から正規に提供された講義のその
関連情報のインターネット上での
無償公開活動」と定義される 14）。
OCW として、シラバス、講義ノー
ト、講義で提供された課題や試験
問題と回答が提供される。さらに、
講義ビデオや e ラーニング教材ま
で提供されることもある。ただし、
OCW を提供する大学は、学外の
OCW 利用者に対して学位や単位
を認定しない。また、学外の OCW
利用者が教員に問い合わせること
も認めていない。なお、著作権の
関係から公開できないコンテンツ
もあり、講義で利用されたすべて
のコンテンツが OCW に含まれな
い場合もある。
　図表 5 に示すように、マサチュー
セッツ工科大学（MIT）では 2002 年
から OCW の公開を開始し、2010
年には 2000 を越えるコースを提供
している 15）。8.01 Physics：Classi-
cal Mechanics は講義ビデオ・ノー

ト、試験問題と回答など講義で提
供されるすべてのコンテンツを公
開している代表的な OCW として
知られている。
　MIT が 提 供 す る OCW の Web
サイト訪問者は推定で 1 億人を越
え、アジアや欧州からの訪問者が
その約 60% を占めている。また、
2008 年以降は Web サイトからの
OCW 提供だけでなく、YouTube・
iTunes U・Podcast といった音声・
映像配信サービスや、画像共有サ
イトの flickr からの利用も可能と
なっている。OCW を提供するミ
ラーサイトも世界各地に存在し、
翻訳された OCW や、現地の状況
に合わせて内容を修正したローカ
ライズ版 OCW も提供されており、
発展途上国における高等教育の機
会拡大に貢献していると言える。
　現在、MIT 以外にもタフツ大学
を始めとして全米の多くの大学か
ら OCW が提供されている。米国
以外では、英国のオープン・ユニ

バーシティ 16）や日本の放送大学の
ように、従来は遠隔教育を行って
いた組織が OCW の提供を始めて
いる。オープンコースウェアコン
ソーシアムによると、現在、208 ヶ
国 107 組織が OCW の活動を行っ
ている 17）。日本国内でも日本オー
プンコースウェアコンソーシアム

（JOCW）が 2005 年 に 設 立 さ れ、
OCW 提供などの活動を行ってい
る。図表 6 に示すように、国内で
は日本語中心に OCW のコース数
が増加していることがわかる。ま
た、フランス語圏を中心にした
OCW のポータルサイト Universi-
tySurf18）が 1,500 以上のコースを紹
介している。スペイン語圏につい
て も、 同 様 の ポ ー タ ル サ イ ト
Universia19）が存在する。中国では、
China Open Resources for Educa-
tion（CORE）が OCW に関する活動
を行っている 20）。
　様々な Web サービスとして提供
される世界の OCW の全体を把握

参考文献15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 5　マサチューセッツ工科大学（MIT）の提供するオープンコースウェアの
コース数推移

サービスの利用により、教育機関
は専用サーバの設置や管理といっ

た負担から開放されて、教職員や
学生に対して ICT サービス環境を

提供できるようになっている。
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することは容易ではない。アップ
ル社の iTunes U では、600 以上の
大学から 350,000 を越える講義の映
像や教材などが提供されている21）。
ただし、iTuneU の場合には学内向
けのアクセス制限もできるため、
すべてのコンテンツが必ずしも
オープンに提供されているわけで
はない。実質的には、これらを上
回る相当数の高等教育コンテンツ
が世界で利用されているものと考
えられる。

3─2
オープンラーニング
イニシアティブの例

　カーネギーメロン大学（CMU）の
オープンラーニングイニシアティブ

（Open Learning Initiative：OLI）22）

では、より先進的な e ラーニング
コンテンツのオープン化が進めら
れている。物理学・化学・生物学・
生化学・統計学・フランス語など
の e ラーニングコンテンツが無償
で提供されている。
　図表 7 に CMU OLI で提供され
ている化学のオンライン教材と仮
想実験室を示す。図表 7（a）のオン
ライン教材は、学生の入力した回

答に対して、コンピュータ上の仮
想チュータがコメントを返す機能
がある。誤答した場合でもその理
由を即座に確認できるため、効率
的な自主学習が可能である。図表
7（b）には、中和反応の実験をコン
ピュータシミュレーションで行い、
結果を可視化する仮想実験室の例
を示す。このアプリケーションで
は、溶液を混合したときの化学反
応によるモル濃度、温度、pH など
の変化を把握でき、化学現象に対
する理解を深めることができる。
　CMU OLI は、オープン・フリー
コースとアカデミックコースに分
かれており、利用可能な機能が異
なる（図表 8）。オープン・フリー
コースの場合には学内外にかかわ
らず利用できるが、利用しても
CMU の教員に問い合わせることは
認められず、CMU から単位が認
定されることもない。アカデミッ
クコースの場合には CMU に在籍
する学生だけでなく、登録すれば
他の教育機関に在籍する学生・教
員でも利用ができる。ただし、CMU
以外の学生への単位認定は、学生
の所属する教育機関の判断に任せ
られている。

3─3
カーンアカデミーの例

　非営利の教育組織であるカーン
アカデミー（Khan Academy）23）で
は、YouTube を利用して初等・中
等教育から高等教育レベルに相当
する数学・物理・化学など講義ビ
デオを 1800 本以上提供している。
これらの講義ビデオは、個別トピッ
ク別に 10 ～ 20 分程度にまとめら
れている。一般的な講義における
板書を PC のペンタブレット入力
に置き換えることで、撮影用機材
も必要とせず安価に講義ビデオが
制作されていることが特徴である。
全てではないが、字幕を付加した
講義ビデオやテストが Web アプリ
ケーションとして提供されている。
自主学習に適した質の高いコンテ
ンツとして評価されており、グー
グル社やゲイツ財団の支援を受け
ている。

3─4
オンライン実験室の例

　インターネットに接続された実
験設備やコンピュータの共用化が
研究分野で進展している。これは
e-Science24）と呼ばれる研究におけ
る変化の一面である。教育用の実
験機材や施設をオープンに利用す
るという動きもあり、例えば、
Web ブラウザから実装装置を操作
するオンライン実験室として iLab
プロジェクトが進められている25）。
iLab プロジェクトでは、物理・化
学や電気工学などのオンライン実
験の機会を提供している。あらゆ
る種類の実験をオンライン化でき
るわけではないが、多くの場合、
PC に接続された計測制御ツールの
遠隔操作によりインタラクティブ
な実験を行うことができる。米国

出典：参考文献14）
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図表 6　日本で公開されているオープンコースウェアのコース数推移
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出典：参考文献22）

図表 7　カーネギーメロン大学オープンラーニングイニシアティブ（CMU OLI）で提供されている化学のオンライン教材
と仮想実験室

参考文献22）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 8　カーネギーメロン大学オープンラーニングイニシアティブ（CMU OLI）で提供されている機能
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科学財団（NSF）は、米国・オース
トラリアの大学が参加する iLab 
Network というプロジェクトを支
援している 26）。
　iLab Network プロジェクトの提
供するオンライン実験の一つとし

て、米国ノースウエスタン大学に
設置されている誘導結合プラズマ
発光分光装置の活用例を紹介する

（図表9）。この装置は、試料を4,000K
に熱励起し、基底状態に戻るとき
の発光スペクトルから元素の同定・

定量を行うためのものである。例
えば、大学生と高校生を対象とし
た環境科学のオンライン実験では、
水・土壌・植物などの試料に含ま
れる金属を調べている。このオン
ライン実験室には、学習管理シス
テムも導入されており、学生の参
加登録や事前に学習しておくべき
内容・関連する OCW などが自動
的に提示される。
　このように、オンライン実験室
では、高価な実験装置を全世界で
共有化でき、教員も学生も所属機
関の設備といった制約を受けずに
実験を行うことができる。オンラ
イン実験室では、所有する組織が
限定される特殊な装置を利用する
場合に有効である。最先端の理工
系教育プログラムを広く提供する
ことにより、理工系の教育機会の
拡大に貢献する。もちろん、高等
教育に限る必要もなく中等教育へ
の普及も期待される。

参考文献26）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 9　iLab Network プロジェクトで米国ノースウエスタン大学が提供する環境
科学のオンライン実験

4   ICT 活用によって変化する高等教育の展望

　この章では、日本の状況を中心
に ICT 活用による高等教育の変化
と世界的なオープン化の影響を、
以下の 3 つの観点から考えてみる。

4─1
スケーラブルな教育基盤

　教室に学生を集めて教員が講義
を行う形式では、教室の大きさに
よって受講する学生数が制限され
てしまう。しかし、オンライン講
義や e ラーニングを導入すれば、
従来よりも受講する学生数も、そ
の範囲も容易に拡大することがで
きる。一つの教育機関に在籍する
学生数がそれほど多くない場合に
は、複数の高等教育機関が連携し
て多くの学生を集めればスケール

メリットが得られる。さらに、将来、
規模が縮小したとしても柔軟に対
応ができる。すでに、e ラーニン
グを中核にした組織間の連携が、
日本でも文部科学省の戦略的大学
連携支援事業の中で試みられてい
る 27、28）。特に今後、少子化の進む
日本の場合には、ICT の利点を活
かした高等教育機関の連携は他国
以上に重要となる可能性もある。
　ICT を活かした e ラーニングは、
日本ではこれまで大学よりも学習
塾や予備校、企業内教育で利用さ
れてきた。しかし今後、大学での
展開が進めば、ICT 導入によって
削減された教育リソースを新たな
研究や教育の充実に投資していく
ことが可能になる。また、授業料
減額や奨学金の形で学生に還元さ
れるならば、高等教育における機
会均等・拡大にも貢献する。

4─2
先進的な e ラーニング

利用の拡大

　学習管理システムを中核とした
e ラーニングやモバイルラーニン
グの導入により、学生は時間の制
約を受けずに学外からでも教育コ
ンテンツを利用できるようになる。
さらに、ソーシャルネットワーク
を利用した学習では、特定の教育
機関に在籍する教員と学生という
範囲を超えてコミュニケーション
を拡大する可能性もある。先進的
な e ラーニングによって自主学習
効果が向上すれば、対面講義では、
問題解決型教育や体験型教育を重
点的に進めることもできる。また、
e ラーニング導入の進展によって
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は、個別の学生を個別に指導する
チュータの役割が重要になるため、
将来的には高等教育機関における
学生に対する教職員の人員構成の
バランスも変化していくと考えら
れる。
　すでに日本国内でも、基礎学力
の不足する学生に対する補修授業、
いわゆるリメディアル教育向けに
e ラーニングを利用したアウト
ソーシングサービスが提供されて
いる。これまでに AO 入試や推薦
入試での合格者を対象とした入学
前リメディアル教育で e ラーニン
グを活用している事例が報告され
ている 29）。今後は、リメディアル
教育だけでなく共通教育や専門教
育でも e ラーニングを利用したア
ウトソーシングによる高等教育の
効率化が進むと予想される。例え
ば、学際的な研究領域においては、
異なった専門教育を受けてきた学
生への教育における応用が想定さ
れる。多様な学術的背景をもつ学
生に対して、研究に必要とされる
基本的な知識を早期に習得させる
上で、e ラーニングなどを用いた
教育課程の補完は、非常に有効な
手段となると考えられる。リメディ
アル教育については、本来は大学
教育の範囲外という認識があるた
めか、大学教員が e ラーニング導
入をためらう心理的抵抗も比較的
小さいようである。しかし、共通
教育や専門教育への e ラーニング
導入は、高等教育機関における人
員構成を含めた従来型教育システ
ムを見直しにもつながる。高等教
育機関に変化を迫る技術動向の変
化が、世界的に起こっているとい
う事実に対して高等教育関係者は
一層関心をもつ必要があると言え
るだろう。

4─3
オープンエデュケーショナル

リソースの拡充

　入学希望者や自己学習者にも教
育コンテンツを無償で提供する
オープンコースウェア（OCW）は、
高等教育機関からみれば社会へ向
けた情報発信手段の一つと言える。
例えば、地域的な教育環境や費用
面の問題によって従来は高等教育
を受けられなかった社会人に対し
ても生涯学習の機会を提供してい
る。このように、OCW は大学に
蓄積された知的資源を広く社会に
還元する役割を果たしている。し
かし、OCW は高等教育機関が優
秀な学生を世界中から確保するた
めの広報・宣伝効果も大きく、今
後、世界の大学間格差拡大を助長
する可能性もある。
　一方、高等教育を社会全体の公
共財としてとらえると、オープン
エデュケーショナルリソースはい
つでも自主的に費用をかけずに誰
でも学習ができるようにする社会
のコモンプール財注 2）とみなせる。
つまり、オープンエデュケーショ
ナルリソースは、授業料の対価を
払う者に排除的に教育を提供し、
単位を認定し学位を授与する、と
いう従来の限られた者へのクラブ
財注 2）としての高等教育とは異なっ
た、より開かれた教育機会を提供
していることになる。このため、
個人の能力を証明するシグナリン

グとしての学位を必要としないで、
純粋に学習のみを希望すると者が
いる場合、高等教育における知識
習得型教育の課程の一部は、オー
プンエデュケーショナルリソース
によって容易に、かつ効果的に代
替されうるものとなる。ただし、
組織の枠を超えた社会の公共財と
しての側面のみを強調すれば、作
成・維持費用を誰がどう負担する
かという社会的な費用分担のあり
方や知的財産・著作権管理など、
新たに考えるべき課題が生じる可
能性も出てくる。これらは、今後
の高等教育システムを考える上で
重要な変化である。
　MIT OCW の場合、各コースの
コンテンツ作成費用は 1.0 ～ 1.5 万
USD と評価され 15）、2000 コース
の OCW だけでも 2000 ～ 3000 万
USD に相当する。さらに、コース
は毎年更新されるため OCW の維
持には継続的に費用が必要になる。
これまで米国の場合には、ヒュー
レット財団、メロン財団、ゲイツ
財団など民間財団の提供する助成
金が OCW を始めとするオープン
エデュケーショナルリソースの普
及に大きく貢献してきた。ICT の
進歩によりオープンエデュケー
ショナルリソースを供給するため
のインフラ費用は低下するものの、
オープンエデュケーショナルリ
ソースを継続的に維持・拡充する
ための支援の有無は課題と言える。
現在は、オープンエデュケーショ
ナルリソースに対する意識の高い
組織や教員個人がオープンエデュ

注2：�財の分類
競合 非競合

排除性
（排除可能性）

私的財 クラブ財

非排除性
（排除不可能性）

コモンプール財 純粋公共財
（純公共財）

※　消費が非競合的でかつ、供給が非排除性を持つ財・サービスを純粋
公共財（純公共財）という。なお、非競合的とは対価を支払うことなしに
財を消費できることを意味する。また。非排除性とは、同じ財・サービ
スが複数の人で等しく消費できる状況にあることを意味する。
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ケーショナルリソースを提供して
いる。教員個人の場合には教育活
動の糧として行う活動であるが、
継続性を考えると、オープンエデュ
ケーショナルリソースに関係する
活動に何らかの評価を与えると
いった教員個人へのインセンティ
ブも必要と考えられる。
　教育の機会均等という視点から
UNESCO 国際教育計画研究所 30） 

や 欧 州 委 員 会 の OLCOS （Open 
eLearning Content Observation）プ
ロジェクト 31）はオープンエデュ
ケーショナルリソースに関する調
査と報告書、オープンエデュケー

ショナルリソースの情報を集めた
ポータルサイトを提供している。
このようなポータルサイトや特定
の高等教育機関に依存しないリポ
ジトリの整備は、資金的な支援と
は違った意味で公的な基盤整備の
一つとして有効と考えられる。
　オープンエデュケーショナルリ
ソースのライセンスは基本的には
クリエイティブ・コモンズ・ライ
センス注 3）に従うが、類似した独自
ライセンスによって提供されるこ
ともありうる。クリエイティブ・
コモンズ・ライセンスで設定可能
なライセンスは細分化されている

ため、商用・非商用や派生物につ
いての扱いを柔軟に設定できる。
出版社や学協会から刊行されてい
る書籍や学術書籍の場合、教育用
途での複写物の配布等は無償で認
められているものの、オープンコ
ンテンツとしては利用しにくい。
最新の研究成果を含むオープンエ
デュケーショナルリソースを充実
させるには、研究成果の一部を
Wikimedia Commons のようなサイ
トを利用してクリエイティブ・コ
モンズ・ライセンスで公開すると
いった今後の研究者側の貢献も必
要と考えられる。

5   まとめ

　高等教育における先進的な e
ラーニングの導入は、学習効果を
向上させ費用を削減するという従
来の高等教育では相矛盾する課題
を改善する効果が期待できる。高
等教育機関の提供する知識習得型
教育の課程の一部は、オープンエ
デュケーショナルリソースによっ
て容易に代替されうると考えられ
る。 今 後、 各 高 等 教 育 機 関 は、
ICT 利用が可能な知識習得型教育
よりも問題解決型や体験型教育な
ど高等教育機関独自のプログラム
の充実など提供しうるカリキュラ
ムやコンテンツの独自性によって
こそ、その真価が問われるように
なるだろう。
　オープンコースウェアに代表さ
れるオープンエデュケーショナル
リソースは、高等教育の地域間格
差を是正し、多くの人々に生涯学
習の機会を提供・拡大するという
点で、大きな社会教育上の貢献を

している。一方、このオープン化は、
学位認定を基本とする既存の高等
教育システムにも根本的な問い直
しを迫る可能性もある。先進的な
e ラーニングとオープンエデュ
ケーショナルリソースなど ICT が
高等教育にもたらす影響は、高等
教育機関に問題を提起する技術動
向の変化と考えるべきである。こ
うした技術変化が、高等教育機関
に大きな変化をもたらす可能性を
有することから、高等教育関係者
は問題意識として広く共有する必
要がある。
　しかし、これまで日本において
は、高等教育と ICT をめぐる議論
は、教育工学など専門家内で議論
される傾向が強かったように思わ
れる。今回取り上げた事例などを
みれば、高等教育機関や非営利団
体などの自律的な動きにより大学
全体の経営やグローバル化に関わ
る大きな文脈のなかに位置づけら

れる課題であり、より大きな発展
性をもつことがわかる。
　今後日本の高等教育が、グロー
バルな変化に対応していく必要に
迫られるとすると、当然の流れと
して ICT による教育の技術革新を
着実に進めていく必要がある。
ICT の進歩など外部環境の変化が
高等教育に与える影響を考える大
局的な視点と、教育研究に付随す
る作業を ICT を利用して省力化す
るなどの身近な日常的改善の視点
の双方、をバランス良く考えてい
くことが求められる。
　各高等教育機関においては、ま
ずは現場で努力している専門家レ
ベルで現在の取り組みを、機関レ
ベルの取り組みとして実効あるも
のにすることが課題であろう。そ
れには、教員や職員などが専門・
職制を超えた課題として議論と認
識を共有していくことが第一歩で
ある。

注3：� クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 33）

著作権による全ての権利を保護するか、権利を放棄した状態とは異なる中間的なライセンス形式の提案のこと。（1）
表示（作品のクレジットを表示すること）、（2）非営利（営利目的での利用をしないこと）、（3）改変禁止（元の作品を改変
しないこと）、（4）継承（元の作品と同じクリエイティブ・コモンズ・ライセンスで公開すること）の組み合わせにより
ライセンスが定義される。
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12）　Kuali，http://kuali.org/
13）　Google Apps for Education，http://www.google.com/a/help/intl/ja/edu/
14）　日本オープンコースウェアコンソーシアム，http://www.jocw.jp/
15）　MIT OpenCourseWare，http://ocw.mit.edu/
16）　The Open University, Open Learn，http://openlearn.open.ac.uk/
17）　Open Course Ware Consortium，http://www.ocwconsotrium.org/
18）　UniversitySurf.net，http://universitysurf.net/
19）　Universia，http://www.universia.net/
20）　China Open Resources for Education，http://www.core.org.cn/

　また、国全体としては、各機関
の自律的な取り組みの進捗を学習
効果と費用の両面から一定の基準
で評価して公表していくことが望
ましい。各機関の取り組みが持続
性のあるものとなるよう、このよ

うな評価を資金配分に反映させて
いくのも効果的であろう。
　ICT は、従来の高等教育におけ
る物理的・時間的な制約を開放し、
規模を拡大しても教育リソースの
投入必要量がそれほど増加しない

スケーラブルな教育基盤を実現し
ていくと考えられる。先進的な e
ラーニングやオープンエデュケー
ショナルリソースは、高等教育の
低価格化による学習機会の拡大、
自主学習の効果の向上、さらに、
学習の場をボーダレスに拡大する
といった多面的な効果をもたらす
ことが、すでに明らかになりつつ
ある（図表 10）。もちろん、高等教
育のあらゆる局面に対応するもの
ではないが、特に知識習得型教育
にもたらす影響は非常に大きいと
考えられる。
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図表 10　ICTによって変化する高等教育の展望
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